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リーガルサポートシステム（企業法務専門支援員制度）のご案内 
 

   商工会では弁護士資格を持つ企業法務専門支援員を常時設置し、会員の皆様からの法律相談に無料で応じる  

制度があります。請負契約、債権回収、相続関係、連帯保証人、時効制度等のご相談や身近な法律相談（事業

以外の相談も可）まで、気軽にご利用ください。相談予定日は毎月第一金曜日です。（平成２４年度は２８件

の相談がありました。）  

       次回相談予定日  平成２６年１月１０日（金） 午前１０時 ～ 午後４時  

   

■ご相談を希望される方は、商工会本所または最寄の支所まで事前にお申し込みください。 

 

                 
 

    

    
        

                       

                     

                  
 

                                       

◆◆  年末調整のご準備はお早めに！ ◆◆ 
 

給料や報酬などについて源泉徴収をした所得税の納期限は１月１０日（金）です。納期限の特例の承認を

受けている場合は１月２０日（月）です。税理士さん等への報酬の支払報告と合わせて期限内納付をお願い

します。昨年と比べて変わった点は下記のとおりですので、ご注意ください。 

① 復興特別所得税を源泉徴収することとされました。 

  平成23年12月2日に東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する 

  特別措置法（平成23年法律第117号）が公布されました。これにより、所得税の源泉徴収義務者は、平 

  成25年1月1日から平成49年12月31日までの間に生ずる所得について源泉所得税を徴収する際、復興特 

  別所得税を併せて徴収し、源泉所得税の法定納期限までに、その復興特別所得税を源泉所得税と併せて 

  国に納付しなければならないこととされました。 

  源泉徴収すべき復興特別所得税の額は、源泉徴収すべき所得税の額の2.1%相当額とされており、復興特 

  別所得税は、所得税の源泉徴収の際に併せて源泉徴収することとされています。 

② 給与等の収入金額が1,500万円を超える場合の給与所得控除額については、245万円の定額とすることと 

  されました。 

③ 特定の役員等に対する退職手当等に係る退職所得の金額の計算については、退職所得控除額を控除した 

  残額を2分の1する措置が廃止されました。 

工業統計調査が実施されます  
 

経済産業省では、日本の「工業」のすがたを明らかにするために工業統計調査を行っています。その結果は

国や地方公共団体の行政施策の基礎資料になるとともに「工業統計表」として経済産業省のホームページや統

計書などで発表しているので、全国の事業所数や従業者数、生産額のほか、都道府県や市町村の統計データを

知ることもできます。今年も12月下旬から1月上旬にかけて統計調査員が市内の事業所を訪問します。 

正確な統計データ作成のためにご協力をお願いします。 

統計調査員は、身分を証明する「調査員証」を携帯しています。 

調査員証の提示がない場合や問い合わせに不審な点を感じられた場合は即答せず、市、県      

または経済産業省にご連絡ください。また、本調査の実施後に、市、県及び経済産業省の 

担当者が、記入内容について問い合わせをさせていただく場合があります。 

 



      次回の 会員一斉訪問実施予定日は １月１５日（水） です  
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          《貸 付 金 利 の 状 況》      （平成２５年１２月１日現在） 

日本政策金融公庫 
 普通貸付 １．９０％   → 

 経営改善貸付 （無担保・無保証人） １．６０％   → 

三重県融資制度  小規模事業資金 （第三者保証不要・別途保証料） １．７５％   → 

商工貯蓄共済制度 
 一般 （保証料不要） １．６７５％～２．０７５％   → 

 保証協会保証付 （別途保証料） １．５５％   → 

記帳継続指導個別相談会のお知らせ 
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平成２５年分青色申告決算のために 
  

  個人事業者の皆様は、通常暦年（12月31日）で事業所得に係る決算を行うことになります。そこで正しい決算に 

 向けて次のことにご留意ください。 

  ❐棚卸表の作成 

     商品、製品、仕掛品、貯蔵品については、12月31日での棚卸表を作成し保存してください。 

     預け商品や建設業の方の仕掛工事等にもご注意ください。 

  ❐未収入金、未払費用の計上 

     原則として平成2５年に確定した収入や費用を計上することが必要です。 

     特に収入の計上漏れの無いようご注意ください。 

  ❐前受金、前払費用の繰り延べ 

     特定の支出を除き2５年分の収入や経費に計上する必要はありません。 

     但し、2４年に収入、経費に算入しなかった額の計上はお忘れなく。 

    ❐家事消費等 

     平成2５年に家事のために消費した棚卸品・商品等は、売上金額に含める必要があります。 

     明細等計上根拠を残すようにしてください。また、同様に家事に係る費用は経費になりませんので合理的に計算    

   して経費から除外してください。 

   

     
 

 
 

 

   

   

  

   

   
 

  

 
 

    


